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【目的】
津波被災地において，集落の人口や世帯数が減少しており，地域の担い手として多く
の農業生産法人が期待されている.本報告の目的は，第一にその経営状況をまとめ，被
災地の農業の現状を把握すること，第二に農業生産法人が集落機能を補完することで集
落機能の低下を防ぎ，限界集落化を防ぐことができるのかを明らかにすることである.
【方法】
東松島市の復興計画で農業とコミュニティをどのように復興させて行くのかを明ら
かにする.続いて 4地区の農業生産法人7法人にヒアリング調査を行い，関連資料を基に
4地区の農業生産法人の持続性や経営の特徴を把握するために類型化を行う.そして，類
型ごとの農業生産法人が今後どのような集落機能を補完するのか考察を行う.
【分析結果】
復興計画では農業を産業として確立させるための農業復興に関して記載されている.
一方で，農村のコミュニティに関する記載があまり見受けられない.そもそも集落と農
業生産の関係は独立したものでなく，相互に関係したものである.だから，農業生産法人
の経営と集落機能は同義である.また，農業生産法人を類型化すると， r強い農業生産を
目指す農業生産法人」の類型 1'と類型 1，r地域の成熟を目指す農業生産法人」の類型
I， r若い経営者がやりたい農業を実践する農業生産法人」の類型Eとなった.類型ごと
に補完できる集落機能は目指すべき経営展開によって異なっている.類型 1'と類型 I
では，農業生産を効率的に行うために地域の資源管理を補完する.類型Eでは，地域の成
熟のために互助や自治機能を補完する.類型Eでは，農産物の販売を円滑に行うために
地域の振興機能を補完しうる.
【結論】
農業生産と集落は表裏一体であるため，農業生産だけでなく農村や集落との関わりの
ことも考えて行くべきである.高齢化により多くの農家が離農し地域の集落の機能が弱
まっていく中で，農業生産法人が集落機能を補完して行くことは農業生産を円滑に行う
ためにも必要になる.よって，目指すべき経営展開に違いがあろうとも，集落や地域との
つながりを大事にして行くことは農業生産法人の経営の面からも重要である.そして，
地域へのこだわり(地域アイデンティティ)を持ち農業経営や農業生産を行うことが
限界集落化を防ぐために必要な要素になるということが言える.
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